
徳島県日本語教育の推進に関する基本方針（素案） 概要

徳島県に住む全ての外国人が円滑に生活し就労できるよう、日本語を学ぶ機会を拡充し、日本語教育を効果的・効率
的に進めるため、「日本語教育の推進に関する法律」第１１条に則り、徳島県における「日本語教育の推進に関する基本
方針」を策定。

第１章 基本方針の概要

（日本語教室の開催状況）

第２章 徳島県における日本語教育の現況と課題

（課題）

県内では１２市町１５箇所で対面による日本語教室が開催されるとともに、全県を対象にオンライン形式による日本語
教育を実施。

全般

•学習機会の不足
•日本語教室の開催場所や
日時が分からない

•日本人との交流や文化体
験といった地域社会との

関わりが少ない

生活の場

•日本語を学びたい外国人
と日本語学習機会のミス

マッチング

•阿波弁（方言）が難しい

労働の場

•日本語を教える人材や支
援方法などのノウハウが

ない

•事業者に日本語教室の情
報が伝わっていない

•日本語教育の重要性を感
じていない事業者が見ら

れる

教育の場

•支援にあたる人材確保や
児童生徒への個別対応に

課題

•学生の多様化が進み、効
果的な日本語教育を行う
ことが困難

•就職・進学を見据えたハイ
レベルな講座に人が集ま
らない

第３章 徳島県の日本語教育の方針

県の責務・各機関に期待する役割機関名

１ 日本語教育推進に関する総合的な調整
２ 日本語教師や支援者の育成を目的とした研修機会の提供及び資質向上支援
３ 日本語教育に対する助言を担う「地域日本語教育コーディネーター」の配置・活用
４ 優良事例や課題などの広域的な情報収集・情報提供
５ 地域における日本語教育ニーズの把握とそれに応じた施策の検討及び支援
６ 地域社会や事業者及び関係機関への意識啓発

県

１ 地域の実情に応じた日本語教室の開設・運営支援
２ 外国人住民や外国人を雇用する事業者に向けた日本語学習機会の情報提供
３ 外国人住民や事業者に対する防災訓練などのイベントの積極的な情報発信による交流促進
４ 窓口や案内広報物等の「やさしい日本語」化、多言語化

市町村

１ 外国人従業員への日本語学習機会の提供又は支援
２ 多文化共生に対する理解促進、地域社会との連携、交流促進
３ コミュニケーションが取りやすい「やさしい日本語」の導入

事業者等

１ それぞれの地域における日本語教室の開設・運営
２ 日本語教育支援ボランティアの募集・育成・活動支援
３ 外国人住民からの日本語学習や生活に関する相談対応
４ 多文化共生社会の実現に向けた啓発・交流活動の実施

国際交流団体
・

外国人支援団体

１ 日本語教師養成課程における質の高い人材育成
２ 専門的知見に基づいた県・市町村や関係機関への助言・協力
３ 留学生や外国人住民等への日本語学習機会の提供及び地域との交流促進
４ 地域における日本語教育に関する研究とその成果の共有

教育機関
（高等教育機関）

１ 日本語指導が必要な外国人児童生徒等への日本語指導及び学習支援
２ 海外にルーツを持つ保護者が理解できる情報提供
３ 多文化共生教育の推進

教育機関
（小中高等学校等）

すべての在住外国人が地域社会の一員として安心・安全に暮らすとともに、労働や教育の現場で活躍できる「多文化
共生社会」の実現を目指す。

多様で幅広い分野の関係機関と密接に連携しながら、各機関がそれぞれの役割を認識し、情報共有、人材交流、共同事
業などを通じて、多角的な視点から一体的に日本語教育を推進する。

資料1 令和７年９月定例会（付託）
総務委員会資料（生活環境部）

（背景・趣旨）
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第４章 徳島県の日本語教育の推進に関する施策

①10月パブリックコメント実施
②１１月第３回総合調整会議にて最終案議論

③１１月定例会総務委員会（最終案報告）

日本語教育総合調整会議の開催

• 「日本語教育総合調整会議」を開催し、関係機関との情報共有、課題解決を促進
地域日本語教育コーディネーターの育成・配置

• 「地域日本語教育コーディネーター」を育成・配置し、課題解決やノウハウの伝授、関係機
関間の連携を強化

日本語支援ネットワークの強化

• 市町村担当者と地域の外国人支援団体等を繋ぐ機会を創出

県内の日本語教育関連情報を集約

• 日本語学習関連の情報を簡単に見つけられるように集約（ワンストップ化）
周知方法の強化・工夫

• 外国人コミュニティや外国人支援ボランティアと連携し、YouTubeやInstagram等の
SNSで日本語学習の広報動画をプッシュ型で拡散

「やさしい日本語」の普及啓発

• 「やさしい日本語」の導入を促し、コミュニケーション不足の改善を推進

デジタル技術の活用

• 多様なデバイスで使用できるデジタル教材等を活用し、地理的・時間的な制約に左右さ
れない日本語学習機会を提供

目的別日本語学習機会の提供

• 日常生活日本語、ビジネス日本語や阿波弁など、特定のテーマに関する学習教材の提供
日本語指導が必要な児童生徒等への支援強化

• 子どもたちが日本語を楽しく学べる指導方法を習得する研修機会を推進
地域との交流を通じた学習機会の提供

• 日本語スピーチコンテストや地域との交流イベントを通じた日本語学習の機会を提供

日本語支援ボランティアの育成・支援

• ボランティア養成講座の開催を通じて日本語学習支援ボランティアを養成
「登録日本語教師」の育成・確保

デジタル技術を活用した指導力向上

教員研修における日本語指導に関する理解の促進

• 教員や学習指導員の指導力向上のための研修機会を提供
事業者等における外国人材育成担当者への研修支援

• 事業所内で日本語教育を行えるよう、外国人材育成担当者向け研修を支援

日本語学習実態調査の実施

• 在住外国人の日本語学習実態調査を定期的に実施
日本語教育提供状況を継続的に把握

先進事例や最新のデジタル技術を調査研究

・

・

・

・

・
関係機関・団体との

協力体制の

構築、連携の推進

日本語教育・

「やさしい日本語」の

情報発信と普及啓発

全ての在住外国人

への学習機会の創出

日本語教育に携わる

人材の育成

日本語教育に関する

調査・分析

今後のスケジュール（案）

第５章 評価と見直し

国の基本方針の変更や日本語教育を取り巻く環境の変化を勘案し、また、施策の実施状況や効果等を定期的に評価し
ながら、必要に応じて見直しを実施。
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